
2017 年度 システム理工学部 

自己点検・評価報告書 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2017 年 12 月 6 日



目次  

第 1 章  理念・目的  1 

①  大学の理念・目的を適切に設定しているか。また、それを踏まえ、学部・研究

科の目的を適切に設定しているか。  ................................................................ 1 

②  大学の理念・目的及び学部・研究科の目的を学則又はこれに準ずる規則等に適

切に明示し、教職員及び学生に周知し、社会に対して公表しているか。  .......... 2 

③  大学の理念・目的、各学部･研究科における目的等を実現していくため、大学と

して将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策を設定しているか。  .......... 2 

第 4 章  教育内容・方法・成果  5 

①  授与する学位ごとに、学位授与方針を定め、公表しているか。  ........................ 5 

②  授与する学位ごとに、教育課程の編成・実施方針を定め、公表しているか。  .... 6 

③  教育課程の編成・実施方針に基づき、各学位課程にふさわしい授業科目を開設

し、教育課程を体系的に編成しているか。  ...................................................... 7 

④  学生の学習を活性化し、効果的に教育を行うための様々な措置を講じているか。

 ................................................................................................................... 15 

⑤  成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っているか。  ............................ 16 

⑥  学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価しているか。  .. 17 

⑦  教育課程及びその内容、方法の適切性について定期的に点検・評価を行ってい

るか。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。

 ................................................................................................................... 18 

第 5 章  学生の受け入れ  30 

①  学生の受け入れ方針を定め、公表しているか。  ............................................. 30 

②  学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体制を適

切に整備し、入学者選抜を公正に実施しているか。  ...................................... 30 

③  適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収容定員

に基づき適正に管理しているか。  ................................................................. 31 

④  学生の受け入れの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、

その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。  .................. 32 

第 6 章  教員・教員組織  37 

①  大学の理念・目的に基づき、大学として求める教員像や各学部･研究科等の教員

組織の編制に関する方針を明示しているか。  ................................................ 37 

②  教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を展開するため、適切に

教員組織を編制しているか。  ........................................................................ 38 

③  教員の募集、採用、昇任等を適切に行っているか。  ...................................... 39 

④  ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動を組織的かつ多面的に実施し、

教員の資質向上及び教員組織の改善・向上につなげているか。  ...................... 40 



⑤  教員組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結

果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。  ............................ 40 

 



 

1 

第 1 章  理念・目的  

〈１〉現状説明  

①  大学の理念・目的を適切に設定しているか。また、それを踏まえ、学部・研究科

の目的を適切に設定しているか。  

システム理工学部の理念は次の通りである【資料 1-1, 1-2 項目 1】。  

現代社会の問題は、専門分野の枠を越えています。その解決方法は、未来への

確かな展望のもと、社会生活を営む現場から様々な要素が関連づけられ形作られ

ています。芝浦工業大学は、解析主導の工学とは異なる、新たな視点のシステム

工学部を 1991 年に開設し、2009 年には理学分野を取り込んで学部名称をシステ

ム理工学部としました。 

システム理工学部は、学問体系を横断し関連づけるシステム工学の手法により、

総合的解決策を追及する「システム思考」、目的達成の機能を作る「システム手

法」、問題解決の人・知識・技術を統合する「システムマネジメント」を軸に教

育研究を行い、新しい時代の要請に応え、地域と人類社会の発展に寄与する有能

な人材の育成をめざしています。 

1990 年以前、芝浦工業大学は工学部（一部・二部）のみからなる大学であったが、

現実社会の要請を踏まえ、『新たな視点』をもつ学部として 3 学科から構成されるシ

ステム工学部を開設した。すなわち、機械・電気・建築など個々の学問体系における

諸問題・原理を深く追及する『解析主導の工学』部に対して、『学問体系を横断し関

連づけるシステム工学の手法』を学び、多様な構成要素からなる現実の諸問題に『総

合的解決策』を見出せる人材を育成することを目的としてシステム工学部を設立した。

工学部とは基本理念が明確に異なる学部であり、本学の多様性を広げるものであった。 

その後、学生定員の増加に加え、2008 年には生命科学科、2009 年には数理科学科

という理学系学科を増設、これにあわせてシステム工学部からシステム理工学部へと

学部名称を変更した。新しく理学分野を取り込むことで、本学の多様化をますます進

めたものと考えている。  

芝浦工業大学は「社会に学び、社会に貢献する技術者の育成」を建学の精神として

創立され、以下を大学としての理念・目的として教育・研究を進めている【資料 1-3】。  
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学術の中心として深く工学の研究を行い世界文化に貢献し、併せて広く一般の

学術教養と専門の工業教育を施すことにより、学生の人格を陶冶し、学理を究め

させ体位の向上を図り、もって優秀なる技術者を養成することを目的とする。 

解決すべき問題がますます複雑化する現代において、社会・世界文化に貢献する工

学技術の創造・発展を進めるためには、解析的思考に基づいて個々の要素技術を極め

た技術者に加え、各要素技術を横断し関連付けるシステム思考・手法・マネジメント

能力を有する技術者が必要となる。また、工学およびシステム工学的思考・技法を深

めるには、これらを支える理学的思考・発想も大切となる。システム理工学部は、解

析主導の工学部を補完し、総合的視点をもつ理工系人材の育成を通して、より広く世

界文化に貢献することを学部の理念・目的としている。  

②  大学の理念・目的及び学部・研究科の目的を学則又はこれに準ずる規則等に適切

に明示し、教職員及び学生に周知し、社会に対して公表しているか。  

システム理工学部の理念・目的は、社会に対しては大学 web サイト【資料 1-1】に

より、大学構成員に対しては web サイトに加えて学修の手引【資料 1-2 項目 1】によ

り公表・周知している。また、学部の人材育成の目的（ディプロマ・ポリシー）、教

育の目的（カリキュラム・ポリシー）も同じく大学 web サイト【資料 1-4】、学修の

手引により公表・周知している。  

③  大学の理念・目的、各学部･研究科における目的等を実現していくため、大学と

して将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策を設定しているか。  

前述の通り、学部の理念・目的は大学 web サイト、学修の手引を通して公表してい

る。学修の手引は毎年改訂を行っているが、その際、そこに記載する学部の理念・目

的についても検証している。また、科目新設時もその科目が学部理念に合致している

かどうかは基本的な確認事項であり、その際に学部の理念・目的も間接的に検証され

る。  

大学の理念・目的を達成する具体的な施策の一つとして、大学の理念にある『世界

文化に貢献』するグローバル理工系人材を養成するため、2017 年度より本学部の電子

情報システム学科、機械制御システム学科および生命科学科に国際コースを設置開講

した【資料 1-5】。さらに環境システム学科、数理科学科にも国際コースを設置すべく

検討を進めている。  

〈２〉長所・特色  



 

3 

やや単純化して対比するならば、現実社会の諸問題の解決を、技術的シーズに基づ

いてボトムアップ的に目指す工学部に対し、社会的ニーズに基づいてトップダウン的

に目指すのがシステム理工学部といえ、それぞれの立ち位置の違いは明確である。ま

た、受験生の立場から見ても、ある専門領域を深く掘り下げて追及することを好む者

は工学部向き、ある問題を俯瞰的に広くとらえて解決することを好む者はシステム理

工学部向きといえ、いずれにしてもシステム理工学部は本学の間口を広げているもの

といえる。  

大学の将来を見据えた施策として、システム理工学部が先陣を切って国際コースの

設置開講を行った。これは本学が「スーパーグローバル大学育成支援事業」に採択さ

れたことを受けての施策であるが、システム理工学部に設置された国際コースは『シ

ステム理工学部が取り組んできた分野横断型の学びに加えて、専門分野を英語で学び、

海外の大学で専門科目を受講し、英語での研究を進めるという先進的なカリキュラム

でグローバル人材の育成』をめざすことを特色としている【資料 1-5】。2017 年度は

3 学科への設置からスタートしたが、2019 年度にはこれを学部 5 学科全体に広げる計

画を進めている。他の 3 学部に対するモデルケースとしての意味合いをもった施策と

もいえる。  

〈３〉問題点  

学部の基本理念・目的はそう変えていくべきものではないが、社会の要請や高校ま

での教育のありようの変化等を注視し、大学・学部の理念・目的がこれらに適合して

いるか継続的に検証を行い、必要とあれば修正を加えていく必要がある。  

学部の理念・目的はすでに公表・周知されているが、新入生・新入教職員への継続

的な周知を忘れてはならない。また、一般コース・国際コースそれぞれの目的を学生

に周知することも大切である。  

本学の将来を見据えた施策の一つとして、本学部 3 学科で始めた国際コースについ

て、残り 2 学科にどのような形で開設するか、具体的な検討を進める必要がある。ま

た、現在国際コースを運営している担当教員のみに負荷が集中しないようにするため

の施策についても議論する必要がある。これらについては、学部に設置した教育体制

検討委員会を中心に、各学科と連携して議論を進めているところである。  

〈４〉全体のまとめ  
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本学の建学の精神、大学の理念・目的に則り、世界文化に貢献する工学の研究・教

育の幅をより広げるため、工学部における研究・教育を補完する理念・目的をもって

システム理工学部を開設・運営・発展させてきた。学部の理念・目的は大学 web サイ

ト、学修の手引にて学内外に周知している。さらに、大学の目的にある『世界文化に

貢献』から引き継がれた学部の目的『地域と人類社会の発展に寄与する有能な人材の

育成』を実現する一つの施策として、本学部に国際コースを設置した。今まで本学部

が培ってきた分野横断型の教育に加え、グローバル理工系人材の育成を目的とした国

際コースの継続的な運営・拡充を進めている。  

〈５〉根拠資料一覧  

 資料 1-1：大学ホームページ／学部・大学院／システム理工学部紹介  - 概要  

URL: http://www.shibaura-it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/  

 資料 1-2：学修の手引（システム理工学部 2017 年度版）  

 資料 1-3：大学ホームページ／大学案内／建学の精神 /理念・目的 /ポリシー  

URL: http://www.shibaura-it.ac.jp/about/summary/policy.html  

 資料 1-4：大学ホームページ／学部・大学院／システム理工学部紹介  – 3 つのポ

リシー  

URL: http://www.shibaura-

it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/policy.html  

URL: http://www.shibaura-

it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/policy.html 

 資料 1-5：大学ホームページ／学部・大学院／システム理工学部紹介／国際コー

ス  

http://www.shibaura-

it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/global_course/  

  

http://www.shibaura-it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/
http://www.shibaura-it.ac.jp/about/summary/policy.html
http://www.shibaura-it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/policy.html
http://www.shibaura-it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/policy.html
http://www.shibaura-it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/policy.html
http://www.shibaura-it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/policy.html
http://www.shibaura-it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/global_course/
http://www.shibaura-it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/global_course/
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第 4 章  教育内容・方法・成果  

〈１〉現状説明  

①  授与する学位ごとに、学位授与方針を定め、公表しているか。  

システム理工学部の教育目標（理念）は第 1 章の現状説明で述べた通りであり、大

学 web サイトおよび学修の手引に明示してある【資料 4-1, 4-2 項目 I】。システム理

工学部の教育目標は  

学問体系を横断し関連づけるシステム工学の手法により、総合的解決策を追及

する「システム思考」、目的達成の機能を作る「システム手法」、問題解決の人・

知識・技術を統合する「システムマネジメント」を軸に教育研究を行い、新しい時

代の要請に応え、地域と人類社会の発展に寄与する有能な人材の育成 

である（一部抜粋）が、これに基づき学部の学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）

を定め、やはり大学 web サイトおよび学修の手引にて明示・公表している【資料 4-2

項目 I, 4-3】。すなわち、システム理工学部ではディプロマ・ポリシーを、上記教育目

標に適い、卒業要件を満たしたものに学位を授与するものとしている。さらに、より

具体的な学修・教育目標として以下を学位授与要件として列挙している。  

 地球的観点から多面的に物事を考える幅広い教養を備え、他分野・異文化と相

互理解・交流し、社会や世界の問題解決に取り組み、高い倫理観を持った理工

学人材として行動できる。 

 科学技術の知識を修得するとともに、これを総合して問題解決するまでの行動

計画を推進するためのシステム思考を修得し、問題を発見し、総合的解決策を

導き出すことができる。 

 社会の問題解決に必要なシステム工学の理論とその運用能力を備え、人・知識・

技術をマネジメントし、関係する人々とのコミュニケーションを図りながらチ

ームで仕事ができる。 

 専門的知識とその運用能力を備え、問題解決に必要な知識・スキルを認識し、

不足分を自己学修し、問題を解決できる。 

後述の通り、この教育目標・ディプロマ・ポリシーに基づいてカリキュラム・ポリ

シーを定め、さらに具体的なカリキュラムの構成、卒業要件の設定を行っている。  
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②  授与する学位ごとに、教育課程の編成・実施方針を定め、公表しているか。  

上記の通り、教育の理念・学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）に基づいて教育

課程の編成・実施方針（カリキュラム・ポリシー）を策定し、これを学修の手引に明

示して教職員・学生に周知している【資料 4-2 項目 I】。また、同内容を大学 web サ

イトにも記載し、受験生を含む社会への公表も行っている【資料 4-3】。  

具体的内容として、カリキュラム・ポリシーの前段には学部の学修・教育目標を達

成するためのカリキュラム編成の方針を記してある。  

システム理工学部では、ディプロマ・ポリシーに掲げる目標を達成するため、

学問体系を横断し関連づけるシステム工学の手法と、専門的知識を深めるための

学科専門教育を体系的に学修・研究するための手法により、教育プログラムを実

施しています。 

この教育プログラムは、総合科目、共通科目、専門科目の講義、演習、実験、

実習で構成されています。学部理念の核となる共通科目のシステム工学教育では、

学生の主体的・能動的な学修を促すために、プロジェクトを通した演習と講義の

組み合わせにより実践と経験を繰り返して学修していくカリキュラムを編成して

います。 

編成方針に続けて、カリキュラム・ポリシーの後段にはシステム理工学部における科

目区分と各科目群の目指しているものを列挙している。  

カリキュラムは、次の科目群で編成され，その学修成果を多面的に評価し、学

生の振り返りを促すことで学修・教育目標を達成します。 

1. 学部総合科目   幅広い教養と他分野・異文化の理解力を修得 

1-1 エンジニアリテラシー科目 個々の科学技術を総合して問題解決を行う能力 

      の修得 

1-2 社会科学系科目   社会についての科学的認識力の修得 

1-3 人文科学系科目   人間の精神活動ならびにその産物としての文化 

      への理解を養う 

1-4 保健・体育系科目   健やかな精神・肉体の育成 

1-5 外国語科目   異文化コミュニケーション力を養う 

2. 学部共通科目   システム理工学部生として共通に有すべき工学 

      基礎力の修得 
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2-1 基礎科目    理工系人材の基盤となる数学、物理、化学、生物 

     学の修得 

2-2 システム・情報科目  社会の問題解決に必要な情報リテラシーとシス 

      テム工学理論を修め、グループワークによる解決 

      力を養成 

3. 学科専門科目   専門的知識を深める 

4. 総合研究    各自が設定したテーマを解明、解決策を導く 

さらに、学部の教育理念に基づいて学科単位でもディプロマ、カリキュラム・ポリ

シーを策定、同じく学修の手引、大学 web サイトにて公開している【資料 4-2 項目 I, 

4-4】。これらに基づいて個々の科目配置、必修・選択科目の区分、各科目の単位数を

定め、ディプロマ・ポリシーに基づいて定めた卒業要件とともに学修の手引に明示、

教職員・学生に周知している【資料 4-2 項目 V, 同項目 II-5】。また、学修の手引には

科目間の関連を示すカリキュラムマップも記載し、教育課程の編成・実施方針が具体

的にどのような形で実現されているかがわかるようにしてある。なお、新入生に対し

ては、新入生総合ガイダンスの際に学部の教育目標とともに各科目区分の意味・意図

を説明している【資料 4-5】。一方、学外への周知として、オープンキャンパスおよび

高校訪問において各学科パンフレット等を用いた説明を行なっている【資料 4-6】。  

③  教育課程の編成・実施方針に基づき、各学位課程にふさわしい授業科目を開設し、

教育課程を体系的に編成しているか。  

前項で述べたとおり、システム理工学部ではディプロマ・ポリシーにあげた学修・

教育目標に沿ってカリキュラム・ポリシーを策定している。目標に掲げた各項目を実

現するべく、システム理工学部では開講科目を「総合科目」、「共通科目」、「専門

科目」、「総合研究」の 4 つに分類し、カリキュラムを構成している（科目区分上、

「総合研究」は各学科専門科目として位置づけられている）。  

「総合科目」は、主に学修・教育目標の第 1 項目『地球的観点から多面的に物事を

考える幅広い教養を備え、他分野・異文化と相互理解・交流し、社会や世界の問題解

決に取り組み、高い倫理観を持った理工学人材として行動できる』ことを目的として

配置された科目群である。「総合科目」には人文教養系から社会科学系、語学や体育

科目まで含まれるが、各科目の意図・目的を明確にするため、さらに 5 つの科目群に

分類して提示している。すなわち、『個々の科学技術を総合して問題解決を行う能力

の修得』を目的とした「エンジニアリテラシー科目」（「社会ニーズ調査概論」など）、

『社会についての科学的認識力の修得』を目的とした「社会科学系科目」（「行政学」
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など）、『人間の精神活動ならびにその産物としての文化への理解を養う』ことを目

的とした「人文科学系科目」（「哲学 I, II」など）、『健やかな精神・肉体の育成』

を目的とした「保険・体育系科目」（「体育実技」など）と『異文化コミュニケーショ

ン力を養う』ことを目的とした「外国語科目」である【資料 4-2 項目 V 表 5-7】。  

学生には、「総合科目：外国語科目」の区分より、英語 8 単位、第 2 外国語 2 単位

の修得を必須とし、外国語科目以外の総合科目より 18 単位の修得を卒業要件として

課している（ただし、体育実技科目は通算 2 単位までを卒業要件に参入）。さらに、

特定のカテゴリーに偏重しないよう学生の履修計画を支援するため、2017 年度入学生

からは「外国語科目」以外の上記 4 つの科目群に対して、順に 4 単位、4 単位、4 単

位、2 単位以上の修得も課している【資料 4-2 項目 II-5】。  

「共通科目」は、さらに「基礎科目」と「システム・情報科目」に区分して配置さ

れている（以下、「共通科目」の科目配当は学科・コースごとに【資料 4-2 項目 V 表

5-8～表 5-16】、卒業要件は【資料 4-2 項目 II-5】参照）。「共通科目：基礎科目」は、

主に学修・教育目標の第 2 項目『科学技術の知識を修得するとともに、これを総合して

問題解決するまでの行動計画を推進するためのシステム思考を修得し、問題を発見し、総

合的解決策を導き出すことができる』ことの前段部分を目的として配置した科目群であ

る。カリキュラム・ポリシーに明記してあるように、『理工系人材の基盤となる数学、

物理、化学、生物学の修得』を企図して配置したものといえる。卒業要件として、学生

にはこの区分より 14～25 単位（うち 6～17 単位は必修；単位数は学科により異なる）

の修得を課している。  

また、今や理工系人材にとって情報処理技術は『問題解決に必要な知識・スキル』

（学修・教育目標の第 4 項目より）として欠かせないものとなっているが、1991 年の

設立当初よりシステム工学部（2009 年に現名称のシステム理工学部に改称）では「共

通科目：システム・情報科目」の区分に「情報処理 I、 II」および「情報処理演習 I、

II」計 4 科目 6 単位を配置し、各学科ともその修得を必須（必修科目）としている。  

さらに、上記の学修・教育目標第 2 項目の後段と同第 3 項目『社会の問題解決に必

要なシステム工学の理論とその運用能力を備え、人・知識・技術をマネジメントし、関係

する人々とのコミュニケーションを図りながらチームで仕事ができる』ことを目的とし

て、システム工学系の科目群を「共通科目：システム・情報科目」の区分に配置して

いる。その中でも、「システム工学 A、B」および「システム工学演習 A、B」計 4 科

目 6 単位は全学科必修に指定、なおかつ、 5 学科混成クラスの科目として実施してお

り、システム理工学部のカリキュラムを特徴付ける科目群となっている。学生には「共
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通科目：システム・情報科目」から上記の必修 12 単位に加え、6～8 単位（学科によ

る）の修得を卒業要件として課している。  

「専門科目」は、学部の学修・教育目標としてはその第 4 項目『専門的知識とその

運用能力を備え、問題解決に必要な知識・スキルを認識し、不足分を自己学修し、問

題を解決できる』ことを目的とした科目群になる。具体的な科目配当【資料 4-2 項目

V 表 5-17～表 5-25】は各学科のディプロマ・カリキュラム・ポリシー【資料 4-4】に

則して行われていて、必修・選択をあわせて 59～68 単位（学科による）の修得を卒業

要件として課している【資料 4-2 項目 II-5】。「専門科目」の中にはいわゆる卒業研

究（本学部では「総合研究」と称する）も含まれている。  

以上の科目群を、学部・学科のカリキュラム・ポリシーに従って年次配置している。

基本的には各学科とも、学科専門科目を学ぶための基礎となる共通科目群を低学年に、

学科専門科目群を高学年に配置し、最高学年（4 年）には総合研究（いわゆる卒業研

究）を必修科目として配置している。語学・人文・体育科目を含む総合科目群も主に

低学年に配置されているが、学生は在籍学年より下の学年に配置された科目を自由に

履修できることから、これら（特に人文系科目）は全学年向けに配置されたものとい

ってよい。個々の科目（群）の年次配置と、その科目が学部・学科の学修・教育目標

のどの項目を担っているかについては、学科ごとにカリキュラムマップとしてまとめ、

履修の手引に記載している【資料 4-2 項目 V 表 5-1～表 5-6】。これにより、各学科の

カリキュラム・ポリシーに従った科目体系を、その年次配置とともに学生に周知して

いる。  

システム理工学部では、「職業に直結する専門教育」対「人格を深める教養教育」

といったとらえ方は必ずしもしていない。システム理工学部の教育理念は、現代社会

の問題をシステムとしてとらえ、総合的な観点から問題解決する能力を持った人材を

育成することにあるが、ここでいう「システム」には共通・人文系の側面も往々にし

て含まれる。その考えからシステム理工学部では、語学・人文系も含めたすべての教

員がいずれかの学科に分属し、学部共通の教育に加えて学科運営にも携わり、さらに

は学科の総合研究（卒業研究）も担っている。例えば、社会科学系教員で「民族紛争

と共生のシミュレーション」を、語学系教員で「コーパスに基づいた日英語の比較」

を、教職系教員で「理科・数学・工業の教員を目指す学生の支援システム開発」をそ

れぞれテーマに掲げて卒論指導を行っているといった事例もある【資料 4-7】。このよ

うなスタンスから、本学部では語学・体育・人文系科目も「教養科目」ではなく「総

合科目」と呼んで科目区分している。  
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なお、2009 年には数理科学科新設にあわせてシステム理工学部でも教職課程を設置

した。教職課程は「教育職員免許法」に則りカリキュラムを構成している。教職課程

は、学生には教育職員免許状（教員免許）取得に必要なものとしか認識されていない

かもしれないが、学部としては単に教員免許の取得のためだけでなく、『システム理

工学部の専門教育を生かし、人間形成の幅広い教養と視点の獲得を目指すこと』を教

育目標として教育を行っている【資料 4-8】。  

教職課程の科目には大別して「教職に関する科目」と「教科に関する科目」がある。

本学部では、中学校数学・理科、高等学校数学・理科・情報・工業の一種免許状が取

得できる（ただし、学科により取得可能な免許状は異なる：理科は生命科学科のみ、

情報は電子情報システム学科と数理科学科のみ、逆に数理科学科では工業は取得不可）

が、取得する教員免許の種類により修得すべき教職課程科目も変わってくる。教職課

程科目の一部には卒業要件に含まれるものもあるが、特に「教職に関する科目」の多

くは卒業要件外となり、教員免許取得を目指す学生は教職課程を選択しない学生に比

べて、より多くの単位を取得しなければならない【資料 4-2 項目 VI】。  

システム理工学部のカリキュラムが他大学を含めた従来の理学部、工学部のものと

大きく異なる点は、システム工学教育にある。このシステム工学教育の特徴は、横の

連携が強いことと、設立当初（1991 年）からアクティブラーニング（AL）、プロジェ

クトベースドラーニング（PBL）を取り入れていることにある。図 4.1 に学部教育課

程におけるシステム工学教育の位置づけと学修プロセスを示す。  

システム工学教育では、1 年前期に「創る」、後期に「システムとは」を、2 年前期

から 3 年前期にかけて「システム工学 A」、「同 B」、「同 C」、および、それぞれ

に対応する演習科目「システム工学演習 A」、「同 B」、「同 C」を順次開講してい

る。近年、AL や PBL の有用性・必要性がいわれるようになってきたが、本学部の「創

る」、「システム工学演習 A、B、C」（設立当初は「システム工学演習 I、II、III」）

は前述の通り、1991 年の設立当初から AL、PBL の考え方で進めてきた演習科目であ

る。すなわち、学生は数人～十数人からなる 5 学科混成の班単位で活動し（AL）、個々

の課題の解決を通して（PBL）、システム思考の深化、システム手法の獲得、システ

ムマネジメントの実践ができるように科目を構成してきた。特に「創る」と「システ

ム工学演習 C」は、学生自らが課題（プロジェクト）を発案し、その時点で個々の班

員がもっている知識・技術を総動員して班で協調して課題の総合的解決を図る科目で

ある。なお、学生の活動を支援する教員も 5 学科から集まって協同して授業・演習の

指導にあたっており、学生にとっても教員にとっても、他学科専門分野の価値観を知
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り、学科間の横の連携を促す良い機会になっている。図 4.2 にシステム工学教育の講

義・演習の配置を示す。  

 

 

図 4.1 学部教育課程におけるシステム工学教育の位置づけと学修プロセス  

 

工学基礎教育
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職業倫理 専門分野の知識とそれを応用した問題解決力
数学・自然科学・情報技術とその応用能力 コミュニケーション能力
システム思考・システム手法・システムマネジメント 自主的継続的学習能力
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図 4.2 システム工学教育の講義・演習の配置  

 

本学部の教育課程における「総合科目」、「共通科目：基礎科目」と、「共通科目：

システム・情報科目」のうちの情報系科目とをあわせた基礎系の科目と、各学科専門

科目を縦糸とすれば、これらシステム工学系科目は各学科専門分野の知識・技能を横

断するシステム思考やシステムマネジメントを学ぶ横糸と位置づけられる。特に、3 年

前期に開講される「システム工学演習 C」は、各学科専門科目とシステム工学科目の

連携科目（各学生が所属学科の専門性をある程度もち、協調して一つのプロジェクト

を遂行する科目）と位置づけられており、「創る」に始まるシステム工学教育を統括

している。なお、「システム工学演習 C」は大学院システム理工学専攻の科目「シス

テム工学特別演習」とも連携している【資料 4-2, 4-9】。  
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のである。  
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含めて 4 つ）に分け、学生にはいずれかの系列に基盤をおいた専門性を身につけさせ

た上で他の 2 系列に関しても基礎知識を幅広く習得させることを目標としている。そ

のため、この 3 系列からそれぞれ 2 科目ずつを必修科目に指定している【資料 4-2, 4-

10】。  

機械制御システム学科は、「専門科目」を大きく専門基礎科目、専門領域科目、専

門総合科目の 3 つに分けている。専門基礎科目は機械・制御系学科としての基礎的な

科目から構成され、必修科目を多く含む。専門領域科目は、さらにシステムダイナミ

クス、システムデザイン、エネルギー・環境の 3 領域に分けてあり、すべて選択科目

となっている。ここから学生は自らの志向・専門に沿って履修科目を選ぶことになる

が、その指標となる履修モデルを学科パンフレットと web サイトで紹介している【資

料 4-2, 4-11】。  

環境システム学科は、建築エリア、都市エリア、環境エリアの 3 つの軸を用いて「専

門科目」を 7 種（1 つのエリアだけに属するもの 3 種、2 つのエリアにまたがるもの 3

種、すべてのエリアに共通するもの 1 種）に分類している。どの科目がどのエリアに

属するかは学修の手引きと学科パンフレットに図示してある【資料 4-2 p.82, 4-12】。 

生命科学科は入試の時点で生命科学コースと生命医工学コースにわけて学生を募集

している。しかし、両コースとも、所属コース以外の専門科目も卒業要件に算入され

る科目として履修できるようにしている【資料 4-2 項目 II-5, 4-13】。  

数理科学科は、「専門科目」を、純粋数学の柱である「代数・幾何・解析」と、科

学・工学につながる「応用数理」、情報系につながる「情報数理」、金融系につなが

る「金融・保険数理」にわけている。学生の進路希望にあわせた履修モデルを、学科

ガイダンスにおいて提示している【資料 4-2, 4-14】。  

なお、システム理工学部では共通教育（人文社会・語学・体育・基礎科目）担当の

教員も含めて、全教員がいずれかの学科に所属し、総合研究（卒業研究）指導も担当

している。そのため、共通教育担当者と学科専門教育担当者の距離が近く、総合・共

通科目と専門科目の連携を行いやすい環境にある。実際に、両者の間では日常的に意

見交換が行われ、互いの教育内容へのフィードバックが果たされている。  

高校までの「正解のある問題解答」型教育・授業と大学における「問題発見・解決」

型教育・研究の違いを理解させるため導入（初年次）教育が重要である。そこで各学

科とも、高校教育から大学教育にスムースに移行できるよう科目の設置を工夫してい

る。  
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電子情報システム学科は初年次教育として必修科目「電子情報システム総論」を設

置している。この科目は電子情報システム学科のカリキュラムの理念・目的や構造を

踏まえ、各学生が戦略的に科目を選択し、体系的な知識を身につけられるよう開講し

たものである。さらに、高等学校と比較して選択科目のある大学教育の特徴を知るた

めの重要な機会にもなっている。  

機械制御システム学科では特に初年次教育に相当する科目は設置していないが、入

学直後の新入生オリエンテーションを通じてスムースに大学生活に移行できるよう配

慮している。  

環境システム学科では初年次教育の一環として、新入生オリエンテーション合宿に

おいて現地見学とワークショップを体験させることで、問題発見・解決型学習方法の

基礎を習得させている。また、1 年次前期開講の「環境システム入門」において高校ま

でに学習した各種環境問題の科学的背景や問題解決型アプローチの基本的考え方を修

得させ、さらに 1 年次後期の「基礎実技」において将来の専門技術者となるための基

本技術を修得させている。  

生命科学科では、導入教育を入学時のガイダンスにおいて行い、大学での勉強の進

め方や心構えの説明、学科研究内容の見学およびそのプレゼンテーションを実施して

いる。また 1 年次前期開講の選択科目「生命科学概論」において、学科所属の各教員

がこれから行う教育や各研究室の研究内容の紹介を行い、学生が生命科学科の全体像

を把握し、総合研究や卒業後の進路を意識した学修計画を立てる一助としている。  

数理科学科では、初年次教育として 1 年前期開講の必修科目「基礎数理セミナー」

を配置し、新入生全員をいずれかの研究室に配属して、少人数・導入教育を実施して

いる。  

1 年次前期に「共通科目：システム・情報科目」の科目区分で全学部生に向けて開講

している選択科目「創る」も初年次教育の役割を担っている。前述の通り、「創る」

はシステム工学教育の第一歩として位置づけられた演習科目で、学生を 5 学科混成の

十数人からなる班にわけて行われる、システム理工学部の名物科目である。学生には

班ごとに、班の担当教員から指定されたテーマに沿った創作物を発案、半期をかけて

何らかの「もの」を創造させる。その過程を通して、システム思考やシステム手法の

必要性、プロジェクトを遂行するためのシステムマネジメントの大切さなどを体験す

ることになり、2 年次から始まるシステム工学教育受講のモチベーション向上を期待

している。また、班で活動することで、他学科の学生、あるいは、必ずしも自学科の

教員ではない班担当教員との交流も行われている【資料 4-15】。  
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④  学生の学習を活性化し、効果的に教育を行うための様々な措置を講じているか。 

すべての学科においてカリキュラムマップ・履修モデルが作成されており、これを

参考にして科目履修・単位取得することで学修・教育目標が達成できる【資料 4-2, 4-

10, 4-11, 4-12, 4-13, 4-14】。履修科目登録を行うにあたり、学生はカリキュラムマッ

プ・履修モデルとともに各科目のシラバスを参照するが、本学ではすべての授業科目

について統一フォーマットのシラバスを作成・公開している。各科目のシラバスには

「科目情報（科目名称・コード・担当教員）」、「授業の概要」、「授業の目的」、

「達成目標と学習・教育到達目標との対応」、「授業で使用する言語」、「授業計画

（授業時間外課題、必要学習時間を含む）」、「達成目標との対応・割合（評価方法

ごとに占める割合）」、「評価方法と基準」、「教科書・参考書」、「履修登録前の準

備」、「オフィスアワー、質問・相談の方法」、「環境との関連」、「地域志向」、

「社会的・職業的自立力の育成」、「アクティブ・ラーニング科目」を明記している

（末尾 4 項目は該当するか否かを明記）。シラバスは大学 web サイトを通して公開さ

れていて、学生および教職員は学内外からいつでも閲覧することができ、授業内容・

方法とシラバスの整合性について確認できる【資料 4-15】。  

上記の通り、各科目では予習・復習がしやすいよう、シラバスにきめ細かい授業計

画および対応する授業時間外課題と必要学習時間を明記し、これをもって単位認定に

必要な学習時間の確保を担保している。さらに、学生が過剰な科目履修を行い十分な

学習時間を確保できない事態に陥らないよう、授業科目の履修単位数制限制度（いわ

ゆる CAP 制）を導入している【資料 4-2 項目 III-2】。また、計画的な履修のための

動機づけとして GPA も導入している【資料 4-2 項目 IV-2-4】。なお、各学科とも、年

度当初の学部・学科ガイダンスにおいて、習得すべき科目等について指導している。

実際に予習・復習が行われたかどうかは「授業に関するアンケート調査」で確認して

いる。  

教育目標の達成に向けた授業形態（講義・演習・実験等）の採用については、講義

と演習（「数学 I」、「同演習」など）を組み合わせて運用し、学生に学習のコツを体

得させるなどといった工夫をしている。特に、システム理工学部の最大の特徴である

システム工学教育については、前項で述べた通り、学部設立当初から AL・PBL を導

入し、学生が主体的に学ぶ形態をとっている。また、教員のオフィスアワーを利用し

て教員自身が学習を個別にサポートする体制および大学院生による「学習相談コーナ

ー」を整えた上で、必要な科目を必修科目化し、基礎学力が確実に身に付く体制も整
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えている。なお新入生に対しては、基礎科目と関連した高校の科目の履修状況につい

てのアンケートを実施し、基礎科目を授業する際の参考にしている。  

学習指導の充実、組織的な学習サポート体制として、各教員のオフィスアワーの設

定、学年担任の配置、学修ポートフォリオの導入、学習相談室の設置があげられる。

新入生に対しては、各学科とも合宿等の新入生オリエンテーションを実施して導入教

育を行っている。新入生オリエンテーションには教員と新入生あるいは新入生間の親

睦を深め、学生生活の円滑な開始を支援する意味もある。また、学業不振者に対して

は、学年担任を中心として、成績配布時に面談を実施している。さらにラーニング・

コモンズとして「イ・コ・バ」を整備し、学生が個人で自習あるいはグループ学習で

きる場としている。上記「学習相談コーナー」も「イ・コ・バ」の一角に設けてある。  

さらに学期毎に行っている授業に関するアンケートには「授業はよく準備されてい

た」、「授業の進度は適切であった」、「教員は成績評価の方法や基準を適切に示し

た」という項目があり、自由記述欄もある。これらのアンケート項目からシラバスに

基づいて授業が展開されているかどうかを評価できる。  

⑤  成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っているか。  

成績評価は、シラバスに「評価方法と基準」が明示されており、これに基づいて厳

格に行われている。科目ごとにその内容に合うよう、期末テスト、中間テスト、レポ

ートなど様々な評価方法を適用しているが、それぞれどの程度の割合で成績に反映さ

れるか、具体的に記述するようにしている。これらはすべてシラバスの一部として大

学 web サイト上に公開されている【資料 4-15】。また、必修科目「総合研究」（いわ

ゆる卒業研究であり、学部教育の集大成）に対してはルーブリックを作成、これを学

生に提示している。「総合研究」の成績評価は、このルーブリックに基づいて行われ

ている【資料 4-16】。  

本学以外の「他大学等の教育機関」で単位を修得した場合、それが教育上必要と認

められた時には、本学の単位として認定される制度（学外単位等認定制度）がある。

この制度では本学在学中に他大学等の教育機関で取得した単位、ならびに他学部・他

学科履修で取得した単位を合わせて、30 単位まで認定可能としている。また、本学入

学前に取得した単位（本学併設校出身者が先取り授業で取得した単位を含む）もこの

制度により本学の単位として認定を受けることができる。この場合、上記 30 単位に加

えて別に 30 単位を上限として認定する。ただし、学士入学、編入学、転部・転科入学

をした学生についてはこの制度は適用されない【資料 4-2 項目 III-7】。  
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総合研究着手条件確認や卒業判定は、各学科とも厳格に規定された卒業要件に基づ

いて学科会議にて審議し、適切に行っている【資料 4-2 項目 II-5】。総合研究の単位

および学位については、中間発表会や最終発表会での発表を複数教員で審査し、各指

導教員の報告および学生の提出した研究報告書（卒業論文）の現物確認を行った上で

総合研究のルーブリックを踏まえて判定し【資料 4-16】、最終的には学科会議にて認

定している。  

⑥  学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価しているか。  

本学の教育改革を進める組織として教育イノベーションセンターが設立されている

【資料 4-17】。ここで、学生の学習成果を測定するための評価指標の開発とその適用

について検討している。例えば、同センターのキャリア教育部門では社会的・職業的

自立心の客観的評価のため PROG テストを、グローバル推進部門ではグローバル理工

学人材育成を目指して TOEIC-IP テストを導入し、いずれも入学早々新入生に受けさ

せている。PROG テストについては 3 年次に再び受けさせ、その間の学習成果を測定

している。TOEIC テストについては、2016 年度からは 1, 2 年次の英語科目の成績評

価に期末試験時の学内 TOEIC-IP スコアを組み込み、受験を必須とすることで英語学

習成果の追跡が可能となった。学生の自己評価については IR 部門が、主体的学習と振

り返りの手段の意味も込めて、e ポートフォリオシステムを導入推進して学生に活用

してもらっている。学部教育の集大成である総合研究（いわゆる卒業研究）に対して

は、同じく IR 部門の主導により各学科ともルーブリック（学習到達度評価基準）を作

成し、これを基準として成績評価を行っている。  

教育効果の検証の一つとして上記の通り、PROG テストを導入し、学生が本学の教

育を受けて社会的・職業的自立力を養えたかを測定している。PROG テストはまず初

めに大学院システム理工学専攻の「システム工学特別演習」の一環として取り入れ、

その後 2013 年度からは、グローバル人材育成へ向けた英語力向上のための TOEIC-

IP テストとともに、学部へも導入している。PROG テストの結果は本学教育イノベー

ションセンターキャリア教育部門で分析し、社会的・職業的自立力を促す科目の設定

方法や推奨科目・ガイドラインの検討などに用いられている【資料 4-18】。  

学生が全教育課程を終えた時点での評価に関して「大学生活全般の満足度に関する

アンケート調査」（卒業時の学生からの評価）を毎年実施しているが、学部の教育内

容については、概ね好意的な意見が寄せられている【資料 4-19】。また、志願者数、

就職・大学院進学状況とも概ね良好であり、少子化・理工系離れ、景気の長期低迷の

傾向を考えれば、社会から一定の支持を得ているものと思われる。  
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⑦  教育課程及びその内容、方法の適切性について定期的に点検・評価を行っている

か。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。  

教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針の趣旨を大きく変えては

いないが、時代環境に合わせた微調整や、これらが内外により良く周知されるような

表現の変更は行ってきている。例えば、電子情報システム学科では学科会議で継続的

な議論を行い、学科の理念も含めた検証・改善を行ってきた。生命科学科や数理科学

科では、学科完成年度を迎えた後、学科会議での検証を通して、教育課程実施後に浮

かび上がった問題点の修正を行っている。また、学部では毎年、学修の手引【資料 4-

2】の改訂を行っているが、その際、教育目標・3 つのポリシー（ディプロマ、カリキ

ュラム、アドミッション）【資料 4-3】についても見直しをかけて適切性や表現につい

て検証、必要に応じて修正を加えている。  

本学は全学的に定期的な授業アンケートを行い、その結果を個々の授業内容・方法

の改善に役立てている。アンケート結果は教員にフィードバックされるとともに学内

には大学 web サイトを通して公表されている【資料 4-20】。各教員は毎年度シラバス

の更新を行うことが義務付けられているが、その際にはこのアンケート結果等も参考

にして自身の授業を振り返り、次年度のシラバスに反映させている。また、工学部と

システム理工学部では年に 1 度、学生会組織との話し合いの場を設け、カリキュラム

に関する要望についても意見を聴取している。システム理工学部ではこれらの情報も

含め、社会情勢等本学を取り巻く環境も見据えて適宜科目の改廃を行い、教育課程の

改善に努めている。  

システム理工学部の教育課程の編成は本章③の項目に述べた通りである。このうち

各学科「専門科目」の運用・検証・改善の主体は当該学科が担うが、「専門科目」以

外の科目を扱う組織として、システム理工学部では共通科目委員会を設置している。

共通科目委員会は総合部会、語学部会、基礎部会、システム・情報部会、教職部会か

ら構成され、それぞれ「総合科目（外国語科目以外）」、「総合科目：外国語科目」、

「共通科目：基礎科目」、「共通科目：システム・情報科目」、「教職科目」の運用・

検証・改善を担当している。科目の改廃にあたっては、その科目が学科専門科目であ

れば当該学科で議論の後、申請が行われる。専門科目以外（共通科目）であれば、該

当する部会における議論を経て共通科目委員会の全体会議にて審議、その結果を受け

て申請が行われる。いずれの場合も、申請内容はその後、教務委員会にて学部全体に
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おける整合性の確認などが行われ、最終的に教授会にて審議、改廃の是非が決定され

る。  

共通科目委員会を構成する委員は必ずしも共通科目担当教員とは限らず、学科専門

科目担当教員も含まれる。さらに、「創る」、「システム工学演習」などの共通科目

については学部全教員が年度単位の輪番で担当にあたり、システム理工学部では全教

員が共通科目に携わる体制をとっている。一方、たとえ主に共通科目を担当する教員

であっても、システム理工学部では全教員がいずれかの専門学科に完全分属している。

そのため、共通科目委員会における議論の推移は各学科所属委員によりそれぞれの学

科に伝えられ、逆に同委員により学科の要望等を共通科目委員会に吸い上げる体制が

できており、各学科の要望に応えたカリキュラム改善が行えている。図 4.3 にシステ

ム理工学部における教育課程改善の体制を示す。  

 

図 4.3 システム理工学部における教育課程改善の体制  

〈２〉長所・特色  

学部の教育目標（理念）と、教育目標に基づくディプロマ・ポリシーを明示するこ

とで、学部の目指す方向が明確になっている。さらに、教育目標・ディプロマ・ポリ

シーに基づいてカリキュラム・ポリシーを策定、科目配置・区分を行ったが、各科目

の区分が教育目標のどの部分に基づくものかがカリキュラム・ポリシーに明記されて

いて、学生が各科目の意図を把握するのに役立っている。また、各学科とも学部・学
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科の教育目標・カリキュラム・ポリシーに従って履修モデルを構築し、これを学生に

周知することで、学生が教育目標に沿った履修計画を立てられるよう支援している。  

学部の教育目標等の社会への周知、特にオープンキャンパスや高校訪問を通した高

校生への周知により、本学部志願者数は若干の波はあるものの概ね好調に推移してい

る。入学者・在学生にとっては、各科目の学部教育目標の中での位置づけや科目間の

関係を示したカリキュラムマップの作成・公開が、上記の履修モデルの提示とともに、

各自が履修計画を立てるのに役立っている。  

国際化を進める大学の方針に従い、2017 年度からシステム理工学部の 3 学科（電子

情報システム学科、機械制御システム学科、生命科学科）に国際コースを開設した。

そのパンフレットを作成し、オープンキャンパス、高校訪問等の際にこれを用いて国

際コースの教育目標や教育課程の編成・実施方針の周知に努めた【資料 4-21】。なお、

国際コースを含めた学部学生が留学し易くなることも意図して、他の 3 学部とも協議

のうえ、2017 年度から全学的に授業実施形態を 1 コマ 100 分、半期 14 週の形に切り

替えた【資料 4-22】。  

本学の国際化の一つ、グローバル理工学人材育成のための教育課程におけるグロー

バル化の取り組みがシステム理工学部の教育課程に及ぼした影響として、「国境なき

科学」計画によるブラジルからの留学生を主な対象とした英語による授業を開講した

ことがあげられる【資料 4-23】。「国境なき科学」計画は 2016 年秋の時点で当面の

間実施停止となっている【資料 4-24】が、この時開講された英語による授業は一般の

留学生を対象に続けて開講している（科目新設等、増強も進めている）。これらの科

目を日本人学生が履修することも認めており、学部学生の英語力向上にも貢献してい

る。  

さらに 2014 年度からは正課において単位認定を伴う短期留学での海外派遣の試み

も始まっている。特に電子情報システム学科では、2015 年度から「国際電子情報シス

テム実験 I」、「同 II」を新設して海外提携校で履修した実験科目を電子情報システム

学科の選択必修科目として単位認定することで、日本人学生の海外留学を後押しして

いる【資料 4-2, 4-15】。また、これらが上記国際コースの英語認定科目にもつながっ

ている。  

教育課程の適切な編成とその改善・向上に関しては、共通科目委員会や学科会議に

おける議論を経て、カリキュラム・ポリシーに従いつつ時代の要請に合わせた科目の

改廃を進め、学部・学科の教育目標がより良く達成できるよう努めてきている。例え

ば、2013 年度の報告書では『グローバル人材育成へ向けて英語の重要性が高まる中、
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当学部の学生の英語能力が必ずしも十分ではない事から、英語教育のあり方を検討し

改革する必要がある』としたが、この件に関しては 2011 年度から「システム理工学部

の語学教育に関する将来像検討委員会」において検討を進め、2015 年度からはカリキ

ュラムを刷新した英語教育を行っている【資料 4-25】。  

また、2011 年秋にはシステム工学教育 20 年の蓄積を教科書の形に取り纏めた【資

料 4-26】。本学部におけるシステム工学教育は、2013 年度には経済産業省の社会人基

礎力を育成する授業 30 選に選ばれ、教科書も関東工学教育協会賞の著作賞に選ばれ

た。これはシステム工学の体系的教育がなされていることの証左である。社会人基礎

力の育成に関しては、『地域と人類社会の発展に寄与する有能な人材の育成』（学部

理念より）を目的とした教育の一つとして、システム理工学部の科目「システム工学

演習 C」を大学院システム理工学専攻の科目「システム工学特別演習」と連携させて

分野・学年混成による実社会に近い PBL を実施していることもあげられる【資料 4-

27】。さらに、2014 年度採択された SGU 事業との関連を意識しつつグローバル理工

学人材育成のための試みであるグローバル PBL との連携も進めている【資料 4-28】。  

このように、システム工学教育においては、システム理工学部は設立当初より AL・

PBL を取り入れた教育を行っている。なお、専門科目教育においても、例えば電子情

報システム学科では学科専門科目「データ構造とアルゴリズム I」に反転授業を取り入

れた教育を始めている【資料 4-15】。  

2009 年度から 2013 年度までシステム理工学部で行われたチャレンジ SIT-90 作戦

「５号館共有スペースの創出と活用」において創り出された共有スペースはラーニン

グ・コモンズとして整備、学生から愛称を募集し「イ・コ・バ」と名付けられ、 2013

年度秋から PBL 演習、自主学習、学習支援の場として活用されている。この「イ・コ・

バ」の一角にチャレンジ SIT-90 作戦「学習サポート機能の確立」として「学習相談コ

ーナー」を設け大学院生が学部学生の学習支援を行っている。その学習支援には、大

学院生が学生を適切な教員に仲介するコンシェルジェ機能も含まれている。さらに

2015 年度からはグローバル教育を補助・強化するため、「イ・コ・バ」とは別にグロ

ーバル・ラーニング・コモンズを開設し、英語の授業とも連携をとった語学学習のサ

ポートを行う場として活用されている。グローバル・ラーニング・コモンズの愛称は、

システム理工学部の PBL 授業「創る」の 1 テーマ「グローバルラーニングコモンズに

行きたい気持ちを創る」班の活動の結果、「g-イコバ」と決められた【資料 4-29】。 

学生の学習効果を測定するための評価指標の開発とその適用の一環として 2012 年

度に GPA と履修単位数制限制度を導入した。システム工学教育に関しては PROG テ
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スト、英語教育に関しては TOEIC-IP を導入した。PROG テストの結果は学内にフィ

ードバックされ、システム工学の強みを学内に紹介してキャリア教育に活かすととも

に学生の意識向上にもつなげている。これは教員にとってもシステム工学教育の強み

を再確認する良い機会となっている。TOEIC 試験結果について、2015 年 4 月時点の

1～4 年生自己最高スコア平均点が 352 点であったものが、2016 年前期末時点の 1～2

年生前期末スコアの平均点 392 点となった【資料 4-30】。対象集団が異なるので（前

者は全学年のその時点までの自己最高スコア、後者は 1～2 年生だけで前期末実施の 1

回の試験の結果）単純な比較はできないが、英語カリキュラム刷新の成果が現れつつ

あると考えられる。  

学生の自己評価、卒業後の評価については 2011 年度、当学部創立 20 周年を記念し

て、OB・OG を招待した 20 周年交流会を開催している。OB・OG の声は、当学部の

教育内容と社会のニーズの両者を知る者の発言であり、貴重な情報源である上に卒業

後の学生の自己評価を聞く機会でもある。OB・OG との交流会については 2012 年度

には「卒業生の集い」、2013 年度以降は「システム理工学部の集い」との名称で開催

している。なお、2016 年度はシステム（理）工学部設立 25 周年、大宮キャンパス開

講 50 周年の節目となり、その記念行事を行った。これらの行事開催により、社会で活

躍している卒業生の生の声を聞くことができ、在学生にとっては自らのキャリアを考

える良い機会に、教職員にとっては教育課程・内容の改善に役立っている。  

なお、7 章の現状説明⑦の項目でも触れるが、本学には優秀教育教員顕彰制度があ

る【資料 4-31】。システム理工学部ではこの制度に推薦する優秀教育教員候補者を FD

委員会で選考しているが、その際に授業アンケートの結果も基礎データとして活用し

ている。これも本学部の教員の資質向上へとつながり、ひいては学生の学習の活性化

にもつながるものと考えている。  

〈３〉問題点  

学部の教育目標（理念）に基づく学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）について、

その趣旨は変えないとしても、具体的な記述については時代環境に合うよう定期的な

見直しが必要である。ディプロマ・ポリシーから導かれた教育課程の編成・実施方針

（カリキュラム・ポリシー）も同様である。なお、学部の理念、学部・学科のディプ

ロマ、カリキュラム・ポリシーとも、大学 web サイトあるいは履修の手引にて公表し

ているが、その存在自体に気づいていない学生、存在は知っていても内容はよく理解

していない学生も少なからずいると思われる。今後もより効果的な公表方法について
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継続的に検討して学部の理念とディプロマ、カリキュラム・ポリシーを学生に周知し、

理念に沿った学修をして本学・学部の期待する理工系人材を育てる体制を作る必要が

ある。  

ディプロマ、カリキュラム・ポリシーの修正の有無にかかわらず、具体的な科目設

置については大学を取り巻く環境の変化に合わせて調整する必要がある。今後とも定

期的にカリキュラムの点検を行っていく。特に、SGU 事業の一環として 2017 年度に

3 学科から始めた国際コースの拡充に合わせて、一層体系化された教育課程を構築し

ていく必要がある。関連して、日本人学生の海外修学機会を一層充実させる必要があ

る。海外提携大学との連携強化により交換留学等の長期留学機会を増やすだけでなく、

グローバル PBL 等の短期相互交流の機会も増やしていく。また、英語による授業を拡

充し、本学のグローバル化に寄与していく。  

なお、教育のグローバル化を目指して英語による授業の開講を進めてきたが、それ

が主に「国境なき科学」という外部の計画にそった形で始められ、人的資源や教室配

置等でやや無理をしていた部分がある。持続的にグローバル化を進めるには、長期的

な視点から考え直す必要がある。その一方で国際 PBL のように学内の教育課程の自然

な延長線上にあるものをさらに発展させることが望まれる。  

高大連携については、初年次教育をカリキュラムに組み込んで行っている学科もあ

れば、新入生オリエンテーション等の行事を通して行っている学科もある。近年は大

学入学前に身につけているべき初歩的な知識・技能（数学・語学能力のほか、工作技

術・経験なども含めて）を持たない新入生も目立ち、単位を伴う科目としての初年次

教育の導入について検討を始めている学科もある。初年次教育については学部内で情

報共有を進め、新入生が高校教育から大学教育にスムースに移行できる方法について

検討していく。  

学生の学習の活性化支援の一端として設けた学習相談コーナーについて、現時点で

はその利用率はあまり高いとはいえない。学内広報をさらに進めて利用率を上げて有

効活用されるようにする。また、2015 年度からの英語カリキュラムの改革に合わせて、

g-イコバに語学用の英語学習サポート室を設置した。こちらは英語授業との連携もあ

り一定程度利用されているが、開室されてから 3 年目でもあり、より良い活用がなさ

れるよう今後とも見直し・改善を図っていく。  

各科目の学習にあたり指針となるシラバスは、「環境との関連」、「地域志向」、

「社会的・職業的自立力の育成」といった項目が加わるなど、その内容が肥大化の傾

向にある。さらにシラバス自体が印刷物から大学 web サイトに移行した。シラバスの
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スリムアップ化、メディアの特性を活かした形態の模索といった検討が必要である。

さらに、学修ポートフォリオや LMS（ラーニング・マネジメント・システム）などの

他の支援システムとの連携も含めて、継続的な見直し・改善を進めていく。  

科目の成績評価に関して、現状では科目間で成績の分布（平均点、分散）に大きな

ばらつきがある。個々の科目の性格の違い、履修者の偏りなどもあり、一律に分布の

均等化を図ることは必ずしも正当とはいえないが、なんらかの標準化を検討すべきで

ある。また、国際コースでは 2～4 年次の間に 1 年間の留学を行う。国際コースにおけ

る単位認定の方針は定まっているが、実際にこのコースカリキュラムを進めていった

際、特に提携先（留学先）での教育内容・水準を見極めて、成績評価・単位認定の方

法を調整・改善していく必要はある。さらに、学生自身の学力のばらつきを是正する

ための工夫も必要である。イ・コ・バ／g-イコバに設けた学習相談コーナー／英語学

習サポート室における相談内容等もフィードバックし、これら相談コーナー／相談室

を有効活用する手立ての検討、さらにはカリキュラム自体の改善にもつなげていく。  

卒業判定・学位授与に大きくかかわる総合研究（卒業研究）について。その評価を

客観的・公正に行うために総合研究ルーブリックの果たす役割は大きいと考えている。

総合研究ルーブリックの内容、あるいは、その活用方法については、今後も継続的な

検証・改善を進めていくことが必要である。一方で、総合研究ルーブリックにこだわ

り過ぎると、学生の多様性を排除する結果になりかねないので注意が必要である。関

連して、国際コースの学生に対する総合研究着手条件、卒業判定基準については今後

十分な検討が必要である。  

学習成果の把握・評価とそれをもとにした教育課程・内容・方法の改善について。

システム理工学部では 2011 年度より毎年秋に「システム理工学部の集い」を開催し

ている（2011 年度は「創立 20 周年記念交流会」、翌 2012 年度は「卒業生の集い」と

し、2013 年度から現名称）。これは、システム理工学部の卒業生を招いて現在の活躍

状況を現役学生に披露してもらい、あわせて卒業生・現役学生・教職員の交流を図る

イベントである。このようなイベントを含めて、卒業生の声を定期的・系統的に収集

し、システム理工学部の教育課程にフィードバックする仕組みの検討が課題としてあ

げられる【資料 4-32】。  

〈４〉全体のまとめ  

システム理工学部では、学部の教育目標（理念）に基づき、学位授与方針（ディプ

ロマ・ポリシー）を策定している。さらに、これらに基づいて教育課程の編成方針（カ
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リキュラム・ポリシー）を策定している。これらの理念・ポリシーは、学外へは大学

web サイトにより、学内にはこれに加えて履修の手引により公表している。また、受

験生には、オープンキャンパスや高校訪問の機会に学部理念・ポリシーの概要につい

て周知するよう努めている。  

学部・学科の授業科目はカリキュラム・ポリシーに則って開設、配置されている。

個々の科目はその意図・性格に従って区分されているが、科目区分とその区分の科目

群が目指すところをカリキュラム・ポリシーに明記し、学生に周知している。  

システム理工学部のカリキュラムの特徴として、全学科にシステム工学科目を必修

科目として配置していることがあげられる。このシステム工学科目、特にその演習科

目は学科横断的に実施され、学生にとっては、所属する専門学科以外の価値観・考え

方にも触れて視野を広げる機会となっている。また、学部の設立時（ 1991 年度）から、

これらの科目はアクティブラーニング（AL）・プロジェクトベースドランニング（PBL）

の考え方で進めてきている。これらは総合的な観点から問題解決できる人材の育成と

いった学部の理念によるものであるが、さらに、この理念に従い、いわゆる共通系・

人文系の教員も専門学科に分属し、総合研究（卒業研究）指導も担当している。これ

は実社会に存在する様々な問題に対応できる人材の育成を目的としたものであるが、

共通科目教育と専門科目教育の連携を強める効果も与えている。なお、2017 年には大

学全体に先駆けてシステム理工学部の 3 学科に国際コースを開設し、グローバル理工

系人材の育成を進めている。  

学生の履修計画立案支援として、カリキュラムマップ・履修モデルの作成・公開が

あげられる。個々の科目の履修を検討する際の情報として、大学全体の統一フォーマ

ットによるシラバスが電子的に公開されている。このシラバスには科目の目的や概要

に加え、実施コマごとの授業内容とそれに必要な授業時間外課題・学習時間が明示さ

れていて、履修登録後の学習支援としての活用も意図している。なお、学生が無謀な

履修計画を立てないよう、履修登録単位数制限制度（いわゆる CAP 制）を導入してい

る。また、GPA も導入し、学習の活性化を後押ししている。  

学生の学習支援としてさらに、主に基礎科目を対象とした学習相談コーナーと英語

を対象とした語学学習相談室の設置がある。ただ、後者は英語科目授業とリンクさせ

ることで利用率が上がっているが、前者は期待されているほどには利用率が上がって

いない。これらを有効に活用して学生の学力向上に結び付けるような施策について、

検討していく必要がある。  
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成績評価については、シラバスに「評価方法と基準」を明記し、学生に周知した上

で厳格に行っている。特に学部教育の集大成といえる総合研究（卒業研究）に対して

はルーブリックを作成・周知し、ルーブリックを踏まえた成績評価を行っている。  

学習成果の評価に関して、PROG テスト、TOEIC-IP テストを導入、学習成果の測

定に活用している。また、学生自身の学習成果の振り返りの手段として、 e-ポートフ

ォリオ（学生自己評価）システムを導入し、活用してもらっている。  

教育課程の点検・改善にあたり、現状の問題点等については当該科目担当教員によ

る学科会議での報告、定期的に実施している授業アンケートによる調査、毎年実施し

ている学生会組織との話し合いによる意見聴取等により情報収集を行っている。これ

らを踏まえて、専門科目については各学科が、共通科目については共通科目委員会が

検討を加え、教育内容・方法の改善、科目の改廃を行っている。  
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第 5 章  学生の受け入れ  

〈１〉現状説明  

①  学生の受け入れ方針を定め、公表しているか。  

システム理工学部では教育理念に適合する学生を受け入れるために、本学部が求め

る学生像を 3 項目で示したアドミッション・ポリシーを公表し【資料 5-1】、大学全体

の方針とともに入試要項の冒頭に明示している【資料 5-2】。さらに各学科が求める学

生像に対して、学部共通のものに加えて各学科のアドミッション・ポリシーも策定、

公表している【資料 5-3】。  

これらのアドミッション・ポリシーに則り本学部・学科が求める学生を募るため、

また、本学部のポリシーを受験生に周知するため、大学全体で進めている「創立 100

周年に向けた大学戦略プラン」のシステム理工学部行動計画の一つとして「推薦指定

校を中心とした高校訪問の実施」を行っている。2017 年度は、学長室・学部長室メン

バーを中心とした本学部所属教員による高校訪問を実施し、入試広報活動に貢献した。

同じく、行動計画「システム理工学部の知の創造拠点としての情報発信」の一環とし

て、従来、大宮オープンキャンパスでシステム理工学部独自に開催していたトークセ

ッションイベントを、工学部中心に行っていた大宮・豊洲キャンパスにおける模擬授

業に合流して開催、高校生を中心とした来訪者にシステム理工学部各学科における教

育研究活動に関する話題を提示した。これらの活動により、本学部の特徴・アドミッ

ション・ポリシーを理解して受験してもらえるよう努めている。  

なお、入試要項には試験方式ごとに試験科目と配点が明記されている。試験科目に

は出題範囲（該当する高校の科目名）も記してあり、入学前に修得しておくべき内容

を示している。推薦入試による入学者に対しては、筆記試験を実施しない分、科目・

課題を指定した入学前学習（通常、春休みに実施）を課すことで、予め修得しておく

べき知識等をもって入学できるよう指導している。  

②  学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体制を適切

に整備し、入学者選抜を公正に実施しているか。  

学部・学科のアドミッション・ポリシーに沿った学生を受け入れるべく、また、現

役学生の安定的な確保、多様な人材の獲得、伝統である全国型大学の維持なども考慮

して選抜を行っている。具体的には、一般入試（前期・後期・全学統一・センター利
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用）、AO 入試、特別入試（外国人・現地外国人）、推薦入試という複数の試験方法を

採用しており、多様で質の高い学生の確保に努めている。  

特に、本学で AO 入試を実施しているのは 2017 年度入試時点では本学部の機械制

御システム学科、生命科学科、数理科学科だけであるが、これは本学部のアドミッシ

ョン・ポリシーにある、『深く考え、問題点を解明することに興味を持っている人』、

『主体的であり積極的に学修することに強い意欲を持っている人』、『社会に貢献し

ようという意志を持っている人』を広く受け入れることを意図して行っているもので

ある。AO 入試も含めたこれらの選抜方法については、入試要項や大学 web サイトで

内容を公開している。また、各入試方式のそれぞれの試験科目とその配点、高校教育

課程との対応も入試要項に明示している【資料 5-2】。  

各入試方式とも採点結果を受けての合否判定は、各学科から 2～3 名ずつの委員を

選出して構成された合否判定会議において行われている。学科ごとに閉じこもって判

定するのではなく、全学科の代表が集まった会議で合否を決めており、判定基準・結

果の情報が学部内で共有されているという意味で入学者選抜の透明性が確保されてい

る。  

疾患や身体に障がいがあり就学上特別の配慮を必要とする入学志願者に対しては、

事前に入試課に問い合わせるよう明記し【資料 5-2 項目 II-8 受験上の配慮について】、

個別に対応している。障がいのある学生の受け入れに関しては、校舎のバリアフリー

化などハード面の整備は進んでいる。さらにシステム理工学部の施策として大宮キャ

ンパスに所属する障がいをもつ学生に対するバリアフリー化を実践するとともに、教

職員・学生のノーマライゼーションの意識向上を図るため、「大宮キャンパスにおけ

るノーマライゼーションの推進」（創立 100 周年に向けた大学戦略プラン・システム

理工学部 2017 年度行動計画の一つ）を進めている。  

③  適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収容定員に

基づき適正に管理しているか。  

システム理工学部の 2017 年度在籍学生数は 2,005 人（5 月 1 日時点、以下同様）

で、収容定員 1,775 人に対する充足率は 1.13 となっている【資料 5-4 表 2；以下同

じ】。2013～2016 年度の過去 4 年間を見ても充足率は順に 1.15, 1.16, 1.17, 1.15（在

籍者数：1,984 人、1,988 人、2,012 人、1,975 人；各年度 5 月 1 日時点、なお 2016 年

度までの収容定員は 1,720 人）であり、収容定員をやや超過して 1.15 倍程度の在籍が

常態となっていた。これは従来、システム理工学部に限らず本学全体の方針として、

在籍学生数が未充足となることを避けるために収容定員の最大 1.2 倍程度までを目安
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として入学者数の調整を図ってきたことによる。実際、システム理工学部における

2013～2016 年度の過去 4 年間の入学定員に対する入学者数比率は順に 1.07、1.16、

1.11、1.13（入学定員 430 人に対して入学者数は順に 459 人、498 人、476 人、484

人）であった。  

しかし、平成 28 年度以降、入学定員と実際の入学者数を過不足なく一致させること

が求められている【資料 5-5】。そこで、大学全体として、適切な収容定員の見直し・

変更を行った上で、入学者数を入学定員ちょうどとするよう努めることになった。結

果として、2017 年度のシステム理工学部入学者数 503 人は定員変更後の入学定員 485

人に対して 1.04 倍の比率であり、概ね適正な入学者数とすることができた。  

一般入試においては合格発表者数に対する実際の入学者数（いわゆる歩留まり）は

一定せず変動する。歩留まり率がよく、新入生数が過剰になった学科は翌年の合格基

準をやや高めに設定するなどして、1～4 年生全体で見て定員に対する在籍学生比率が

適正になるよう配慮しているが、さらに補欠合格制度を導入するなど、年度単位で入

学定員に対する入学者数が適正となる方策についても検討している。  

④  学生の受け入れの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、そ

の結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。  

現在、システム理工学部では、筆記（センター利用を含む 5 種）、AO、推薦（指定

校・上海日本人学校・併設校）、外国人特別・現地外国人特別と多様な入試方法によ

り学生を受け入れている。各学科とも、入試方法別の入学者成績追跡調査等を行い、

選抜方法の見直しを行っている。これにより、一般入試の筆記試験を 2 科目選択型か

ら 3 科目型にする、学科によって AO 入試を廃止する、などの変更・改善を行ってき

た。また、推薦入試と一般入試のバランスを見て推薦入試の基準点や募集人数を毎年

見直すことも行っている。これらの見直し・改善は、各学科から 1 名ずつ選出した委

員で構成される入試委員会で諮られ、その結果を原案として教授会で審議・決定して

いる【資料 5-6】。  

〈２〉長所・特色  

2016 年度まで学部全教員により行っていた「推薦指定校を中心とした高校訪問の実

施」を、2017 年度は学長室・学部長室メンバーを中心とする一部教員により、訪問高

校を絞り込んで実施した。システム理工学部は大宮キャンパスにて 4 年間一貫教育を

行っていることもあり、大宮への通学を希望する生徒が多いと思われる関東北部の高

校に絞り込むことで、効率を上げることを狙ったものである。この高校訪問により、
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システム理工学部の特徴、求める学生像が高校の進路指導教員を通して受験生により

良く周知されたものと考えている。一方、従来どおり、高校側から出された要望には

逐次対応し、また、一校ごとに訪問報告書を作成、その情報は次年度に活かせるよう

に整理している。  

一昨年まで大宮オープンキャンパスにおいてシステム理工学部独自に開催していた

トークセッションを、昨年からは工学部の模擬授業に合流する形で発展的に解消した。

ただし、トークセッションの精神を受け継ぎ、単なる模擬授業ではなく各学科専門分

野の内容が高校生にわかり易く伝わるよう工夫して実施することで、受験生に各学科

のスタンスを知らせる良い機会としている。また、学科単位の模擬授業に加え、学部

全体で取り組んでいるシステム工学教育の紹介も行った。  

障がいをもった学生の受け入れに関して、システム理工学部ではこれまで、肢体不

自由、聴覚障がい、視覚障がいをもった学生を受け入れてきた。試験実施の際に特別

な措置をとることもあり、このような受験生については入試以前に入試課に相談して

もらい、受験学科とも協力して受け入れ対応をとっている【資料 5-2 項目 II-8 受験上

の配慮について】。例えば、ある車椅子使用の肢体不自由者は、本学受験前に実際の

授業を体験受講して大学生活が十分送れることを確認してから受験、入学してきたと

いう例もある。また、聴覚や視覚に障がいをもつ学生が複数入学してきているが、授

業担当教員への配慮・協力のお願い、ノートテイカー（講習を受けた学部学生のアル

バイトによる）の配置などの対応をとっている。  

2017 年度から本学部の 3 学科に設置した国際コースについて、2017 年度の入学者

選抜は推薦入試のみとしている。このことは、一般入試で入学後にコースを選択でき

る「転コース制度」の存在とともに、パンフレットに明示している【資料 5-7】。  

入学試験結果に対する歩留まり率等の過去の情報を蓄積・活用することで、収容定

員に対する在籍学生数比率を適正に保つようにしている。2016 年度まではこの比率が

1.2 倍以下に収まるように、2017 年度からは入学定員充足率がちょうど 1.0 となるよ

うに努めている。実際、2013～2017 年度の 5 年間で収容定員充足率は 1.18, 1.15, 1.15, 

1.13, 1.09 倍と推移、2017 年度の入学定員充足率も 1.04 倍と概ね適正な在籍学生数

比率、入学定員充足率を達成できている【資料 5-4 表 2】。また、学部の入学志願者数

も 2013～2017 年度の 5 年間で順に 8,708 人、8,560 人、8,947 人、7,246 人、8,489

人と堅調に推移している。幸いにも入学定員（2016 年度までは 430 人、2017 年度よ

り 485 人）に対して十分な志願者数を得られていて、本学部に適性をもった学生を選

抜することができている。この観点から、学部収容定員の設定は適正であるといえる。  
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〈３〉問題点  

アドミッション・ポリシーを明示することで、本学部・学科の求める学生像は明確

になっている。しかし、入学希望者が入学前に修得しておくべき知識の内容・水準の

周知については、一般入試の出題範囲として高校の教科目を示すにとどまっている。

学科によっては、必要な教科を修得してきていない、あるいは十分なレベルにない入

学生もいて、初年次の教育に苦労しているところもある。入学前に求める基礎知識・

水準についての明示に工夫が必要である。  

高校訪問やオープンキャンパスにおける学部広報は一定の成果をあげていると考え

ているが、これらをさらに充実させ、当学部の教育理念・内容をより広く伝えて入学

志願者の維持・増加を目指すことも大切である。  

2017 年から本学部の 3 学科に新設した国際コースについて、その方針・概要はパン

フレット【資料 5-7】、web サイト【資料 5-8】に記載して受験生に周知している。ま

た、国際コースのディプロマおよびカリキュラム・ポリシーも学科単位で web サイト

【資料 5-3】に記載、周知しているが、明文化されたアドミッション・ポリシーは公表

していない。これをまとめて、早急に公開する必要がある。また、国際コースの入学

者選抜は推薦入試に限ること、ただし一般入試で入学後にコース選択可能な「転コー

ス制度」があることを、国際コースパンフレットに記述、周知してはいるが、一般入

学試験要項には国際コースに関する記述自体がない。国際コースの選抜制度について

の見直しをするとともに、一般入学試験要項への記載についても検討していく必要が

ある。  

学生募集および入学者選抜はシステム理工学部および各学科のアドミッション・ポ

リシーに従って十分公正かつ適切に行われているものと考えているが、今後も学部に

設置された入試委員会を中心として、公正性・適切性を維持するべく検証と改善を続

けていくことが大切である。特に、合格者数に対する歩留まり率は必ずしも一定しな

いという状況下で入学定員数と実入学者数を過不足なく一致させるためには、合格基

準の見直しはもちろん、入学者選抜の方法も含めて、継続的な検討・改善が必要とな

る。  

〈４〉全体のまとめ  
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芝浦工業大学では、各学部・学科ともアドミッション・ポリシーを定め、パンフレ

ット・学修の手引・web サイトで公表している。システム理工学部では、この学部・

学科のアドミッション・ポリシーに則って各種入試制度を設定し、学部・学科の理念

に適った適切な学生を受け入れるよう努めている。また、障がいをもった学生につい

ては、受験の際は事前に申告してもらうことで適切な配慮を行い、入学後の支援とし

ては、キャンパスのバリアフリー化を進める、聴覚障がい者にはノートテイカーを配

置して補助する、などといった施策を実施している。なお、学部・学科のアドミッシ

ョン・ポリシーは、高校訪問やオープンキャンパス等の機会を利用して受験生に広く

周知するようにしている。  

2017 年度に入学者定員を実態に合わせた上で、今後は全学的に在籍学生数を収容定

員に厳格に合わせるよう努めることになった。システム理工学部では、2017 年度実入

学者数が（変更後の）入学定員の 1.04 倍と、ほぼ適正な値にすることができた。しか

し、一般入学試験合格者の「歩留まり」を読むのは難しく、今後も実入学者数を入学

定員に過不足なく一致させるには、そのための具体的な施策を検討・実施していく必

要がある。  

システム理工学部では 2017 年度に国際コースを開設した。国際コースの 2017 年度

入学者選抜は推薦入試に限ったが（ただし、一般入試で入学した学生も入学後に「転

コース制度」を利用可能）、今後、国際コースの入学者選抜をどうするかについては

検討が必要である。  

〈５〉根拠資料一覧  

 資料 5-1：大学ホームページ／学部・大学院／システム理工学部紹介  – 3 つのポ

リシー  

URL: http://www.shibaura-

it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/policy.html 

 資料 5-2：大学ホームページ／受験生の方へ／2017 年度一般入学試験要項  

URL: http://www.shibaura-it.ac.jp/examinee/book/examination_literature.html  

 資料 5-3：大学ホームページ／学部・大学院／システム理工学部紹介（学科一覧

／各学科／3 つのポリシー）  

URL: http://www.shibaura-it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/  

 資料 5-4：2017 年度大学基礎データ   

http://www.shibaura-it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/policy.html
http://www.shibaura-it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/policy.html
http://www.shibaura-it.ac.jp/examinee/book/examination_literature.html
http://www.shibaura-it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/
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 資料 5-5：文部科学省等「平成 28 年度以降の定員管理に係る私立大学等経常費補

助金の取扱等の厳格化」  

 資料 5-6：第 1702 回システム理工学部教授会資料 (4) 

 資料 5-7：芝浦工業大学・システム理工学部・国際コースパンフレット  

 資料 5-8：大学ホームページ／学部・大学院／システム理工学部紹介／国際コー

ス  

URL: http://www.shibaura-

it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/global_course/ 

  

http://www.shibaura-it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/global_course/
http://www.shibaura-it.ac.jp/faculty/systems_engineering_and_science/global_course/
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第 6 章  教員・教員組織  

〈１〉現状説明  

①  大学の理念・目的に基づき、大学として求める教員像や各学部･研究科等の教

員組織の編制に関する方針を明示しているか。  

システム理工学部の教員組織の編成方針は、以下のとおりである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

システム理工学部では、システム理工学部教員資格審査委員会審査方法に関する内

規に則って採用・昇任を行っており、これが学部として教員に求める能力・資質等の

基準となっている【資料 6-1】。さらに教員公募の際には、大学全体の戦略的観点や学

科（専門領域）固有の事情を加味した応募資格を提示し、本学・学部・学科が教員に

求める能力・資質を応募者に周知している。例えば、機械制御システム学科では以下

を応募資格として提示している。  

1. 専門分野で博士号を有すること、または同等以上の実績を有すること。  

2. 専門分野に精通していることはもとより、システム工学に造詣が深く、学部理

念にもとづく実践的な教育を行えること。  

3. 最先端の研究活動に従事し、大学院課程の研究指導ができること。  

4. 英語での講義が可能であること。  

5. 地域への貢献、大学運営および各種業務に積極的に取り組めること。  

6. 本学の教育理念に深い理解があること。  

 システム理工学部における教員組織の編成は、システム理工学部のディプロマ・ポリ

シーとカリキュラム・ポリシーならびにアドミッション・ポリシーを具現化するのにふ

さわしい教員を配置することを基本方針に行う。具体的には以下のような資質を有する

教員を登用して教員組織を編成する。 

 

１．教員は、大学ならびに学部のディプロマ・ポリシーとカリキュラム・ポリシーおよ

びアドミッションポリシーに深い理解と共感があること。 

２．教員は、専門分野に精通していることはもとより、システム工学に造詣が深く、実

践的な教育を行えること。 

３．教員は、国際性に富み英語での授業ができることに加え、産学地域連携と大学運営

に積極的に取り組めること。 

４．教員は、最先端の研究に従事し、その成果を教育にフィードバックできること。 
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システム理工学部の教育課程は学部・学科の教育理念・目標に基づいて編成されて

おり、学部共通教員（各学科に分属）、各学科専門教員の配置はこれに沿って構成さ

れている。教員構成は、大学 web サイトおよび学修の手引に職位・専攻分野とともに

明示してある【資料 6-2, 6-3】。  

個々の科目については担当教員が責任をもって教育にあたっているが、システム理

工学部は学部・学科の理念・目標から 1 つの科目を複数教員が（ときに専門横断的に）

分担・並行開講することも多い。その場合は代表となる教員を置き、授業全体の進行、

最終的な成績評価に責任をもってあたる体制をとっている。  

②  教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を展開するため、適切に教

員組織を編制しているか。  

各学科はそれぞれの教育理念に基づいてカバーする専門領域を明確化し、各専門領

域でバランスのとれた教員構成を構築している。教員採用・昇任にあたっては、学科

会議や教授懇談会において人員計画を立て、計画的に教員組織編成を行っている。ま

た、システム理工学部では学部の教育理念により専門教育と総合・共通教育の連携を

重視している。専門教育課程を十分認識した上で総合・共通教育を構築する必要から、

総合科目や共通科目を担当する教員も各学科に分属し、専門科目担当の教員とともに

学科運営・教育にあたっている。ただし、総合・共通系教員の編成は学部全体の状況

を見て進める必要があり、まず共通科目委員会各部会において教員に求める能力・資

質等を議論している。その後、専門科目担当教員と同様、後述の募集・採用・昇任手

続きに従って人事プロセスを進めるが、採用候補者選考には関連部会主査も加わるよ

うにしている【資料 6-4】。  

また、教員組織多様化のため女性教員や外国人教員の増加が望まれており、システ

ム理工学部でも積極的な採用を推奨している。これにより本学部における女性教員数

は、2012 年度（数理科学科が完成年度を迎えて学部としての陣容が整った年度）の学

部専任教員 69 名中 4 名（特任教員を含む）という状況から、2017 年度には同 71 名

中 11 名と増加している【資料 6-5】。外国人教員に関しては、同じく 2012 年度の 69

名中 3 名から 2017 年度の 71 名中 3 名と変化していない（構成員には変化あり）。た

だし、大学として専任教員の海外留学を奨励しており【資料 6-7】、半年～1 年の海外

留学経験者は増えている。  

教員採用に当たり、学部・学科として年齢バランスが適切となるよう配慮している。

2017 年度 5 月時点の学部専任教員の年齢構成は、60 代／50 代／40 代／30 代の順に

19.7%（14 人）／33.8%（24 人）／33.8％（24 人）／12.7％（9 人）である（計 71 人；
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20 代教員は 0 人）【資料 6-6】。本学は 65 歳定年であること（特任を除いて 60 代は

60～65 歳）、主に若手教員を想定している助教であっても採用時に原則として教育歴

あるいはそれに相当する実務経験を有することを求めていて 30 歳半ば以降が対象と

なるケースが多いことを考え合わせると、現在の年齢構成は適切であると考えられる。 

授業科目と担当教員の適合性については各教員の採用・昇任時に判断している。特

に採用にあたっては、模擬授業を含む面談を行い、教員の資質・担当科目との適合性

を見て選考している。授業アンケート結果（公開）や大学全体で行われている教員業

績システムによる各教員の自己評価（非公開；学部長がチェック）も適合性を判断す

る材料となっている。  

③  教員の募集、採用、昇任等を適切に行っているか。  

本学では、教員の募集・採用・昇任に関する事項およびその手続きを規定として明

示している【資料 6-8, 6-9】。システム理工学部もこの規程に従って募集・採用・昇任

を行っている。具体的な採用プロセスは以下の通りである【資料 6-10】。  

1. まず、学科から新規教員採用の起案を行い、学部長がとりまとめて学長へ専任

教員人事計画書（新規採用）を提出する。  

2. 学長は専任教員採用委員会を招集、同委員会は教員人事委員会に諮って教員人

事計画を立て、これを当該教授会に提案する。  

3. 教授会の審議の後、学部に採用候補者選考委員会を立て、公募および選考を行

う。採用候補者選考委員会は学部の教員採用方針に従い、学部長、各学科主任、

関連部会主査などから構成される。また、公募に際しては、研究者人材データベ

ース JREC-IN 等を活用し、広く告知する。  

4. 一定の公募期間の後、応募者の選考をする。まず書類審査を行い、これを通過し

た候補者に対し、模擬授業を含めた面談を実施、採用候補者を 1 名に絞る。  

5. 学部の採用候補者委員会の推す候補者に学長が面談、適格性を判断する。  

6. 適格と判断された採用候補者は教員資格審査会議を経て学長が任用手続き（推

薦）を進め、最終的には理事長が任命する。  

昇任については、各学科の教授懇話会で議論を行い、業績等を考慮した上で学科会

議に諮り、学科主任が発議を行う。学部長は学科からの申請を受けて、申請教員の資

格審査の審議を学部教員資格審査委員会に付託する。審査合格者に対し、学部長は昇

任の可否を教授会資格審査会議に諮り議決する【資料 6-11】。各学科とも、教授懇話
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会はこのような人事案件が発生した時に随時開催され、基本的に学科主任が召集する

形で運営されている。  

以上の通り、新規採用・昇任のいずれも規程に則って適切に行われている。  

④  ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動を組織的かつ多面的に実施し、

教員の資質向上及び教員組織の改善・向上につなげているか。  

FD に関しては、学部の下に FD 委員会を設置し、教育賞の制度化を図るなど、教

員の教育能力向上を目指した教育手法・制度の開発を進めてきた。各学科からは FD 

関連の研修会に教員を積極的に派遣するよう努めてもいる。さらに、本学では授業に

関するアンケート調査（学生による授業評価）を実施しており、システム理工学部で

はこれを基礎データとして優秀教育教員の顕彰を行っている。優秀教育教員顕彰制度

【資料 6-12】は担当科目の授業運営あるいは教育改善活動において優れた実績をあげ、

学生に大きな刺激を与えた教員（非常勤講師を含む）を「優秀教育教員」として顕彰

するもので、顕彰によって教員の授業に対する創意工夫を奨励し意欲向上につなげる

と同時に、FD 講演会を通して受賞者の授業内容、いわばベストプラクティスを多くの

教職員と共有化する方策となっている。  

さらに、前述の通り、大学・学部として研究能力向上のため教員の海外留学を奨励

している。  

 

⑤  教員組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果

をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。  

本学では、教員の資質向上のための方策として 2009 年度から教員業績評価システ

ムの運用を始め、各教員の教育研究活動はこのシステムを通じて管理・公表されてい

る【資料 6-13】。特に、このシステムを活用して、各年度初めには各教員に教育研究

活動に対する達成目標を報告させ、年度末にはその結果を自己評価させる仕組みが構

築・運用されており、教員個々に PDCA サイクルを回して自らの資質向上を図ってい

る【資料 6-14】。  

〈２〉長所・特色  

大学全体として行っている教員業績評価システムや授業アンケート結果の公開は教

員個々の教育研究能力・資質の維持向上に役立っている。また、各学科とも所属教員
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の専攻分野・担当科目が公開され、学科における各教員の役割や期待される成果など

は明確となっている。  

一方、システム理工学部の特色として、学科横断型の科目が多いこと、共通系教員

も各学科に分属していることがあげられる。これにより、複数教員が担当する科目に

おいては、担当者間の日常的な議論を通して有機的な連携体制が構築できている。特

に専門科目担当と共通科目担当の教員、あるいは学科を横断した教員で担当している

科目では、多様な教員が日ごろコミュニケーションをとることで、学部全体の教育に

良い影響を及ぼしている。  

共通科目委員会各部会・各学科ともに恒常的な議論をすることで、学部・学科の教

育の理念、大学全体の方針に沿った教員組織の整備に努めてきた。例えば、語学部会

では、システム理工学部が 2015 年度から始めた理工系に特化した語学プログラムの

展開に伴い、従来の専任教員 2 名の枠に、特任教員 1 名を加えて体制を整えている。

電子情報システム学科では、2016 年度定年退職の教員 1 名の補充にあたり、学生実験

の指導強化が最優先要件であり、さらに年齢構成から可能な限り若い教員が望ましい

との方針を学科会議にて確認し、それに従った新規採用を行っている。環境システム

学科でも 2016 年度定年退職の教員 3 名の補充にあたり、大学・学部の方針であるア

クティブラーニングの充実と英語専門教育の強化による学科の将来像を見据えた人材

の確保を行った。特に、英語専門教育の強化の観点から、採用審査時には専門科目の

模擬授業および英語による模擬授業を行って評価している。  

教員組織の編成に関しては、現状説明②の項目で触れたが、教員組織多様化の一環

として女性教員比率を 2012 年度の 5.8％（4/69）から 2017 年度は 15.5％（11/71）

に増やすことができた。  

教員の募集・採用・昇任とも、規程に従い粛々と行われている。特にシステム理工

学部では、採用候補者選考委員会（採用時）、資格審査委員会（採用・昇任時）のい

ずれも 5 学科すべてから代表を選出して構成し、適正な採用・昇任プロセスを経てい

るかどうか相互チェックがなされるよう図っている。  

教員の資質向上に関しては、教員個々が自らの教育研究活動に関して教育業績評価

システムを活用した PDCA サイクルを回しており、資質向上の一助となっている。ま

た、海外留学について大学・学部として推奨していることもあり、ここ数年は毎年１

名以上の教員が海外へ留学し、その間に得た知識・経験を本学における研究教育活動

に活かしている。  
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〈３〉問題点  

今後も、教員に求める能力・資質等の明確化とともに、専攻・学科を横断した教員

間の有機的な連携体制の維持・向上に努めていくことが肝要である。特に、システム

理工学部は学科間の連携が強い学部であり、教員編成の方針を検討する際には学科間

あるいは共通科目委員会も含めた学部全体での議論が極めて重要である。そのために

も、日頃から学科横断的なコミュニケーションを継続していくことが必要である。  

各部会・学科ともに、これまで教員採用や組織整備は適切に行われており、資質向

上にも積極的に取り組んできた。教員組織多様化のため女性教員や外国人教員の増加

が望まれており、前述の通り女性教員については学部専任教員（特任教員を含む）に

占める比率を 2012 年度の 5.8％から 2017 年度は 15.5％まで増やすことができてい

る。しかし、これでもまだ十分とは言えない。この間に比率に変化のない外国人教員

の増強も含めて、システム理工学部としてどのような教員組織が適切であるか、また

それをどのように実現していくかについて、さらに検討していく必要がある。  

〈４〉全体のまとめ  

学部として、求める教員編成に関する方針を明示はしていないが、教員の採用・昇

任は大学として定めた各種規程に従って厳格に進めている。特に、システム理工学部

教員資格審査委員会内規が学部として教員に求める能力・資質等の基準を表している

ものといえる。  

教員組織の編成においては、専門学科については当該学科が、共通科目については

学部の下に設けられた共通科目委員会が教育課程実施に対して適切な教員配置となる

よう人事計画・採用実施を行っている。また、教員採用にあたっては、共通科目担当

教員の場合はもちろん、学科専門科目担当の教員の場合であっても、採用候補者選考

委員会には全学科から少なくとも 1 名ずつが加わり、公正性および採用候補者選考方

針と学部の教員組織編成方針との整合性を担保している。  

さらに、教員採用の際には学部の年齢構成に配慮し、教員組織多様化にも努めてい

る。特に学部専任教員に占める女性教員の割合については、2012 年度の 5.8％から

2017 年度は 15.5％と増やしてきている。しかし、これでもまだ十分とはいえず、この

間に学部専任教員に占める割合に変化のない外国人教員の増強とともに、学部として

の教員組織多様化の方策について今後も継続して検討する必要がある。  
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教員の資質向上および教員組織の改善・向上に関しては、各教員が教育業績評価シ

ステムを活用した PDCA サイクルを回すことで、研究教育の資質向上に努めている。

また、ここ数年、毎年 1 名以上の教員が海外に留学していることは、学部全体の研究

力の向上、教員組織の活性化、さらにはグローバルな活躍を目指す学生への良い刺激

ともなっており、グローバル理工系人材の養成を目標とする大学・学部の理念・方針

に適ったものといえる。  
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